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昭和63年の制度発足以来、全国に3,700を超え

る老人保健施設（以下、老健施設）が誕生してい

ます。病院と在宅の中間施設という当初のイメー

ジから、現在は在宅からの入所を繰り返す往復型

（リピート利用）や、他の居住系施設・介護施設

との入退所なども増え、多様化した利用形態が定

着しています。そして来年の診療報酬・介護報酬

同時改定を控えて、今一度、老健施設の役割と機

能が問われています。社会保障・税の一体改革に

おいても、「老健施設の在宅復帰機能の強化」と

いうフレーズが明確に示されています。

5月30日の第75回介護給付費分科会では、「老

健施設と介護老人福祉施設（特養）の入所者像に

差はみられない」、「老健施設の入所者は、医療必

要度が低く、ADLも軽い」、「特養のほうが適切

と考える入所者が約4割」、「短期集中リハビリテ

ーション実施加算の算定が伸びていない」、「在所

日数の中央値は358日と長い」、「一月あたりの退

所者数が施設定員の10％未満である施設が全体

の約7割」、「一月あたりの自宅退所者数が施設定

員の3％未満である施設が全体の約8割」、「3か

月間の自宅退所者が0人であった施設が全体の

19％」、「在宅復帰支援機能加算の算定施設の割合

は、（Ⅰ）が3％、（Ⅱ）が5％にとどまっている」

と数々の厳しい指摘がなされました。財源の厳し

いなかで同時改定を迎えるにあたり、明らかに舵

が切られたものと判断しています。

一方で、当初の想定された老健施設の中間施設

の役割に変化を生じています。利用者の重度化や

医療ニーズの高まり、認知症の増加、核家族化の

進行、共働きの増加、老老介護・認認介護の急増

などにより、在宅復帰に困難をきたす周囲の環境

要因が増えてきています。平成12年頃まで40％

以上を維持していた全国の老健施設の在宅復帰率

の平均値も、最近数年は27％程度に低下してい

ます。また、私の運営している老健施設でも、入

所者のバーサル指数の平均値が30点前後の施設

は、40点台の施設より在宅復帰率が低く、現在全

老健で行っているリハビリ調査でも、在宅復帰者

3,616人のバーサル指数の平均値は50点を超えて

おり、重度化による在宅復帰への影響が伺われま

す。

日本人は、この60年間で平均寿命が30歳伸び

ていますが、60年前の平均寿命が30歳伸びるま

でには約4千年かかっています。医学の発達など

を背景に急激に寿命が延びているわけですが、病

院での死亡が増えるなど社会に大きな変化をもた

らし、国民の考え方も変容しています。日本人は、

家族にも迷惑をかけたくないという遠慮深い国民

性が強く、要介護となった方は、在宅より施設入

所を希望される傾向にあり、国民のニーズを再検

討する必要も感じています。

自ずと老健施設の役割も、在宅復帰のほか、医

療（プライマリ・ケア、急変対応）、認知症ケア、

ショートステイ、訪問リハビリ・通所リハビリ、

ユニットケアなど、利用者の多様性に応じて多機

能化してきました。特に、今後は箱モノの施設の

みでケアが完結することなく、訪問系の出前サー

ビスに積極的に取り組めるよう制度も改正し、在

宅との連続性を重要視していく必要性があります。

老健施設は、在宅復帰機能だけでなく多機能性を

発揮し、在宅生活支援も中核に位置付けることで

「地域のリハビリ拠点」に一歩近づけるものと思

います。医療機関からの入所者より自宅からの入

所者のほうが在宅復帰しやすく、短期集中リハビ

リテーションを実施した退所者はADLが入所時

より明らかに改善している調査結果も得られてお

り、在宅との往復型利用も一つの「鍵」と考えら

れます。老健施設が底力を発揮すれば、将来への

活路は必ず見出せるものと確信しています。
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